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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第40期

第３四半期連結
累計期間

第40期
第３四半期連結
会計期間

第39期

会計期間

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　12月31日

自　平成20年
　　　10月１日
至　平成20年
　　　12月31日

自　平成19年
　　　４月１日
至　平成20年
　　 ３月31日

売上高 (千円) 2,913,618 792,638 3,536,889

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 　△　42,662 △ 127,367 270,965

当期純利益又は四半期
純損失(△)

(千円) △ 126,082 △ 131,853 141,018

純資産額 (千円) ― 1,818,433 2,013,848

総資産額 (千円) ― 4,440,982 3,858,669

１株当たり純資産額 (円) ― 543.46 1,207.82

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △ 37.82 △ 39.55 84.59

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― 83.63

自己資本比率 (％) ― 40.8 52.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 23,819 ― 124,886

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △　127,552 ― △　495,082

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 309,035 ― 357,011

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 542,846 355,650

従業員数 (名) ― 115 87

(注)　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている
事業の内容に重要な変更はありません。
また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況
平成20年12月31日現在

従業員数(名) 115（109）

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び派遣労働者）は、当第３四半期連結会計期間の

平均雇用人員を( )外数で記載しております。

　
(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 78（101）

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び派遣労働者）は、当第３四半期会計期間の平均

雇用人員を( )外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　

(1) 生産実績
当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで
あります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

半導体資材事業 243,227

衛生検査器材事業 178,504

プラスチック造形事業 140,472

ポリマー微粒子事業 19,207

合計 581,411

(注) １．金額は製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 仕入実績
当第３四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで
あります。　　　

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(千円)

半導体資材事業 9,460

衛生検査器材事業 58,863

プラスチック造形事業 ―

ポリマー微粒子事業 ―

合計 68,324

(注) １．金額は、仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 受注実績
当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで
あります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

半導体資材事業 255,064 94,620

衛生検査器材事業 ― ―

プラスチック造形事業 ― ―

ポリマー微粒子事業 ― ―

合計 255,064 94,620

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．金額は、販売価格によっております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４．半導体資材事業以外の事業は受注生産を行っておりませんので、該当事項はございません。

　

(4) 販売実績
当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで
あります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

半導体資材事業 269,521

衛生検査器材事業 365,717

プラスチック造形事業 150,654

ポリマー微粒子事業 6,745

合計 792,638

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）
が判断したものであります。
　
(1) 経営成績の分析
当第３四半期において、第２四半期からの新興国を含めた急激な世界的需要の減退が続いており、当社グ
ループ業績は、半導体資材事業の受注減、在外（韓国）子会社における急激なウォン安の影響を受けた為替
差損の積増等によって、当初計画値には至りませんでした。
これらの結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、792百万円となりました。
連結営業利益は、半導体資材事業の売上高減少に伴い当事業が75百万円の営業赤字となったこと、トライ
アル㈱及び㈱ダイプラの株式引受時に発生したのれん償却10百万円を計上したこと等から△79百万円とな
りました。
連結経常利益は、在外（韓国）子会社において、当社向けの債務に対する為替差損43百万円の計上等によ
り、△127百万円となりました。
連結四半期純利益は、子会社において、繰延税金資産の取崩等により、△131百万円となりました。
事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。
①　半導体資材事業
当事業の売上高は269百万円となりました。第２四半期迄は新興国を含めた急激な世界的需要の減退
により、若干の受注の落ち込みはあったものの、ＴＶ用パネルを始めとした大型パネルは回復傾向にあ
ると見込んでおりましたが、当第３四半期中頃（11月上旬）からフラットパネルディスプレイ業界の
生産調整の影響により、予想を大幅に超えて受注が減少する結果となりました。
　当事業の今回の受注減は、大手家電メーカーの液晶テレビの減産により、液晶パネルメーカーの在庫
調整が長期化し、生産が減少しているためであります。それに伴い、当事業の主力製品でありますス
ペーサーテープは、液晶ディスプレイ等の駆動用ＬＳＩの実装に用いられるＣＯＦテープやＴＡＢ
テープを保護する資材であることから、今日の液晶パネルメーカーの大幅な減産に伴って、スペーサー
テープの売上高が減少しているためであります。そして、この傾向は、当期末まで続くものと見込んで
おります。
②　衛生検査器材事業
当事業の売上高は365百万円となりました。当第３四半期には原油価格の高騰により、当事業の主力
製品であるシャーレをはじめ多くの製品の材料費が上昇したにもかかわらず、営業利益は第２四半期
から31％伸張いたしました。製品別では、シャーレの売上高が順調に伸びたほか、大腸菌／大腸菌群検
査試薬であるコリターグや分注済み培地も堅調であったことが利益確保につながりました。第４四半
期にはシャーレの主材料であるポリスチレンをはじめとする一部の材料費価格の下落が見込まれ、更
なる利益の確保が期待できます。
③　プラスチック造形事業
当事業の売上高は150百万円となりました。平成20年６月より稼動している粉末焼結積層造形機の活
用により、新規顧客からも元来得意としている開発がらみの引き合いを多く頂くようになりました。今
後は、景気に影響されない医療器関連の製品の受注に力を入れ、多品種少量の生産体制から、高付加価
値の多品種多量の生産にも対応できる体制を整え、自社商品の開発にも積極的に取り組んでまいりま
す。
④　ポリマー微粒子事業
当事業の売上高は６百万円となりました。粉末積層造形用ポリプロピレン供給が順調に推移してお
ります。バイオテクノロジー関連・塗料関連での受注もスタートいたしました。第３四半期において、
経費効率化のためラボと工場の統合を完了させております。
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(2) 財政状態の分析
（資産）
当第３四半期末における総資産は、4,440百万円となりました。
総資産の主な増加要因は、流動資産において「現金及び預金」が139百万円、「原材料及び貯蔵品」が50
百万円増加、固定資産において、「その他（機械及び装置）（建設仮勘定）」が43百万円増加したこと等に
よるものであります。
　
（負債）
負債は、2,622百万円となりました。
負債の主な増加要因は、子会社の株式引受及び設備投資資金として調達した「１年以内返済予定の長期
借入金」が115百万円及び「長期借入金」が193百万円増加したこと等によるものであります。
　
（純資産）
純資産は、1,818百万円となりました。
純資産の主な減少要因は、「利益剰余金」が131百万円減少したこと等によるものであります。

　
(3) キャッシュ・フローの状況
当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、542百万円となり
ました。
また、当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。
　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
営業活動の結果ほぼ増減なしとなりました。
これは主に「減価償却費」57百万円、「売上債権の増減額」123百万円の増加に対し、「たな卸資産の増
減額」39百万円の減少によるものであります。
　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）
投資活動の結果使用した資金は72百万円となりました。
これは主に「有形固定資産の取得による支出」84百万円の減少によるものであります。
　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）
財務活動の結果獲得した資金は222百万円となりました。
これは主に「長期借入れによる収入」400百万円の増加に対し、「長期借入金の返済による支出」91百万
円、「短期借入金の純増減額」81百万円の減少によるものであります。
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題
当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及
び新たに生じた課題はありません。
(5) 研究開発活動
当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は22百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　
(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,800,000

計 10,800,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,506,000 3,506,000
ジャスダック証券

取引所
単元株式数は100株であります。

計 3,506,000 3,506,000― ―

(注) 提出日現在の発行数には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

　 り発行された株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

       平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次の
　 　　とおりであります。
<第二回新株予約権>

株主総会の特別決議日(平成16年２月25日)

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数（個） 490

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単元株式数は100株で

あります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 98,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 375

新株予約権の行使期間 平成18年２月26日～平成26年２月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　375
資本組入額　188

新株予約権の行使の条件 (注１)

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡するにあたっては当社
取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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（注）１.　　新株予約権者は、権利行使時において、会社又は関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位にある

ことを要します。その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

の割当を受けたものとの間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるものといたします。

新株予約権の相続はこれを認めません。

各新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものといたします。

当社が新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株

予約権の目的たる株式の数につき調整を行い、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、取

締役会の決議をもって適当と認める新株予約権の目的たる株式数の調整を行います。

新株予約権の発行日以降、当社が時価を下回る価額をもって株式の発行又は自己株式の処分を行う場合(時価

発行として行う公募増資、新株予約権付社債又は平成14年４月１日改正前の旧商法第280条ノ19に定める新株

引受権の行使によるもの、並びに合併、株式交換及び会社分割に伴うものを除く)には、次の算式により払込金

額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。調整後の払込金額は、株主割当日があるとき

はその日、それ以外のときは払込期日の翌日以降に適用いたします。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×

既発行株式数 ＋
新発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新発行株式数

　なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発行

済株式総数から同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合に

は、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり発行価額」を「１株当たり譲渡価格」に、

それぞれ読み替えます。また、新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　以上のほか、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合

には、取締役会の決議をもって適当と認める払込金額の調整を行います。

２. 平成20年１月31日開催の取締役会決議により、平成20年４月１日付で１株を２株に株式分割いたしました。

　
<第三回新株予約権>

株主総会の特別決議日(平成17年６月24日)

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数（個） 355

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単元株式数は100株で

あります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 71,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 500

新株予約権の行使期間 平成19年６月25日～平成27年６月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　500
資本組入額　250

新株予約権の行使の条件 (注１)

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡するにあたっては当社
取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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（注）１.　　新株予約権者は、権利行使時において、会社又は関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位にある

ことを要します。その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

の割当を受けたものとの間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるものといたします。

新株予約権の相続はこれを認めません。

各新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものといたします。

当社が新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株

予約権の目的たる株式の数につき調整を行い、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、取

締役会の決議をもって適当と認める新株予約権の目的たる株式数の調整を行います。

新株予約権の発行日以降、当社が時価を下回る価額をもって株式の発行又は自己株式の処分を行う場合(時価

発行として行う公募増資、新株予約権付社債又は平成14年４月１日改正前の旧商法第280条ノ19に定める新株

引受権の行使によるもの、並びに合併、株式交換及び会社分割に伴うものを除く)には、次の算式により払込金

額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。調整後の払込金額は、株主割当日があるとき

はその日、それ以外のときは払込期日の翌日以降に適用いたします。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×

既発行株式数 ＋
新発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新発行株式数

　なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発行

済株式総数から同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合に

は、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり発行価額」を「１株当たり譲渡価格」に、

それぞれ読み替えます。また、新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　以上のほか、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合

には、取締役会の決議をもって適当と認める払込金額の調整を行います。

 ２.平成20年１月31日開催の取締役会決議により、平成20年４月１日付で１株を２株に株式分割いたしました。

　
会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。
<第四回新株予約権>

株主総会の特別決議日(平成19年６月26日)

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数（個） 20,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単元株式数は100株で

あります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 578

新株予約権の行使期間 平成22年６月26日～平成25年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　578
資本組入額　289

新株予約権の行使の条件 (注１)

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡するにあたっては当社
取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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（注）１.　　新株予約権者は、権利行使時において、会社又は関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位にある

ことを要します。その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

の割当を受けたものとの間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるものといたします。

新株予約権の相続はこれを認めません。

各新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものといたします。

当社が新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株

予約権の目的たる株式の数につき調整を行い、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、取

締役会の決議をもって適当と認める新株予約権の目的たる株式数の調整を行います。

新株予約権の発行日以降、当社が時価を下回る価額をもって株式の発行又は自己株式の処分を行う場合(時価

発行として行う公募増資、新株予約権付社債又は平成14年４月１日改正前の旧商法第280条ノ19に定める新株

引受権の行使によるもの、並びに合併、株式交換及び会社分割に伴うものを除く)には、次の算式により払込金

額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。調整後の払込金額は、株主割当日があるとき

はその日、それ以外のときは払込期日の翌日以降に適用いたします。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×

既発行株式数 ＋
新発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新発行株式数

　なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発行

済株式総数から同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合に

は、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり発行価額」を「１株当たり譲渡価格」に、

それぞれ読み替えます。また、新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　以上のほか、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合

には、取締役会の決議をもって適当と認める払込金額の調整を行います。

 ２.平成20年１月31日開催の取締役会決議により、平成20年４月１日付で１株を２株に株式分割いたしました。

　
<第五回新株予約権>

株主総会の特別決議日(平成20年６月26日)

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数（個） 1,250

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単元株式数は100株で

あります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 125,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 639

新株予約権の行使期間 平成22年７月１日～平成25年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　639
資本組入額　319

新株予約権の行使の条件 (注１)

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡するにあたっては当社
取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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（注）１.　　新株予約権者は、権利行使時において、会社又は関係会社の取締役の地位にあることを要します。その他の条

件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けたものとの間で

締結する「新株予約権割当契約書」に定めるものといたします。

新株予約権の相続はこれを認めません。

各新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものといたします。

当社が新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株

予約権の目的たる株式の数につき調整を行い、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、取

締役会の決議をもって適当と認める新株予約権の目的たる株式数の調整を行います。

新株予約権の発行日以降、当社が時価を下回る価額をもって株式の発行又は自己株式の処分を行う場合(時価

発行として行う公募増資、新株予約権付社債又は平成14年４月１日改正前の旧商法第280条ノ19に定める新株

引受権の行使によるもの、並びに合併、株式交換及び会社分割に伴うものを除く)には、次の算式により払込金

額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。調整後の払込金額は、株主割当日があるとき

はその日、それ以外のときは払込期日の翌日以降に適用いたします。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×

既発行株式数 ＋
新発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新発行株式数

　なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発行

済株式総数から同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合に

は、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり発行価額」を「１株当たり譲渡価格」に、

それぞれ読み替えます。また、新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　以上のほか、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合

には、取締役会の決議をもって適当と認める払込金額の調整を行います。

　

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。
　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月31日 ─ 3,506,000 ─ 729,645 ─ 649,645

　

(5) 【大株主の状況】

当社は、当第３四半期会計期間末日現在の株主名簿の記載内容が確認できないため、大株主の異動は把
握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで
きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式    172,000
― 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,333,600 33,336 同上

単元未満株式 普通株式      400― ―

発行済株式総数 3,506,000― 単元株式数は100株であります。

総株主の議決権 ― 33,336 ―

(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権10個)含まれてお

ります。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社アテクト

大阪府東大阪市角田二丁
目１番36号

172,000― 172,000 4.90

計 ― 172,000― 172,000 4.90

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月 　５月 ６月 　７月 　８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 668 640 670 570 510 440 395 290 265

最低(円) 503 510 550 510 432 381 275 246 200

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。

EDINET提出書類

株式会社アテクト(E01066)

四半期報告書

14/30



第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第

１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平

成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けて

おります。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 542,846 359,650

受取手形及び売掛金 ※3
 695,408 717,849

商品及び製品 204,759 161,944

仕掛品 20,930 36,004

原材料及び貯蔵品 288,131 172,717

その他 74,388 48,435

貸倒引当金 △1,651 △723

流動資産合計 1,824,814 1,495,878

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 734,339 769,619

土地 918,094 918,094

その他（純額） 621,590 367,660

有形固定資産合計 ※1
 2,274,024

※1
 2,055,374

無形固定資産

のれん 174,493 118,379

その他 33,852 35,839

無形固定資産合計 208,346 154,219

投資その他の資産

投資有価証券 1,577 1,323

その他 139,263 152,571

貸倒引当金 △7,042 △697

投資その他の資産合計 133,797 153,197

固定資産合計 2,616,168 2,362,791

資産合計 4,440,982 3,858,669
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 558,740 474,008

短期借入金 600,000 532,762

1年内返済予定の長期借入金 516,016 293,894

1年内償還予定の社債 － 10,000

未払法人税等 － 115,537

賞与引当金 7,781 26,463

その他 ※3
 271,806 153,922

流動負債合計 1,954,344 1,606,587

固定負債

長期借入金 594,451 216,824

その他 73,753 21,409

固定負債合計 668,204 238,233

負債合計 2,622,549 1,844,820

純資産の部

株主資本

資本金 729,645 729,645

資本剰余金 649,645 649,645

利益剰余金 645,262 804,683

自己株式 △99,406 △99,383

株主資本合計 1,925,145 2,084,590

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 148 △8

為替換算調整勘定 △113,443 △71,184

評価・換算差額等合計 △113,295 △71,193

新株予約権 6,583 452

純資産合計 1,818,433 2,013,848

負債純資産合計 4,440,982 3,858,669
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 2,913,618

売上原価 2,102,536

売上総利益 811,082

販売費及び一般管理費

給料及び手当 184,262

賞与引当金繰入額 4,427

貸倒引当金繰入額 6,039

その他 590,318

販売費及び一般管理費合計 785,048

営業利益 26,033

営業外収益

受取利息 777

受取配当金 48

保険解約返戻金 8,264

その他 3,557

営業外収益合計 12,647

営業外費用

支払利息 19,753

為替差損 58,204

その他 3,386

営業外費用合計 81,344

経常損失（△） △42,662

特別利益

固定資産売却益 6

過年度退職給付費用戻入益 9,936

特別利益合計 9,942

特別損失

たな卸資産評価損 28,081

固定資産除却損 2,163

固定資産売却損 451

特別損失合計 30,696

税金等調整前四半期純損失（△） △63,416

法人税、住民税及び事業税 22,997

法人税等調整額 39,668

法人税等合計 62,665

四半期純損失（△） △126,082

EDINET提出書類

株式会社アテクト(E01066)

四半期報告書

18/30



【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 792,638

売上原価 614,782

売上総利益 177,856

販売費及び一般管理費

給料及び手当 61,783

賞与引当金繰入額 4,427

その他 191,175

販売費及び一般管理費合計 257,386

営業損失（△） △79,529

営業外収益

受取利息 199

受取配当金 20

助成金収入 900

その他 1,127

営業外収益合計 2,247

営業外費用

支払利息 5,958

為替差損 43,030

その他 1,095

営業外費用合計 50,084

経常損失（△） △127,367

特別利益

固定資産売却益 6

特別利益合計 6

特別損失

固定資産除却損 80

特別損失合計 80

税金等調整前四半期純損失（△） △127,441

法人税、住民税及び事業税 △21,997

法人税等調整額 26,409

法人税等合計 4,411

四半期純損失（△） △131,853
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △63,416

減価償却費 167,436

のれん償却額 30,792

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,933

賞与引当金の増減額（△は減少） △20,238

受取利息及び受取配当金 △825

支払利息 19,753

為替差損益（△は益） 58,204

有形固定資産売却損益（△は益） 445

有形固定資産除却損 2,163

たな卸資産評価損 28,081

過年度退職給付費用戻入益 △9,936

売上債権の増減額（△は増加） 111,483

たな卸資産の増減額（△は増加） △111,961

仕入債務の増減額（△は減少） 54,325

未収消費税等の増減額（△は増加） △4,593

未払消費税等の増減額（△は減少） △3,441

その他 △41,458

小計 222,748

利息及び配当金の受取額 807

利息の支払額 △21,222

法人税等の支払額 △178,514

営業活動によるキャッシュ・フロー 23,819

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,200

定期預金の払戻による収入 7,200

有形固定資産の取得による支出 △280,437

有形固定資産の売却による収入 29,665

無形固定資産の取得による支出 △5,250

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

103,211

子会社株式の取得による支出 △1,172

貸付金の回収による収入 3,555

保険積立金の解約による収入 14,377

差入保証金の差入による支出 △5,541

差入保証金の回収による収入 11,344

その他 △1,306

投資活動によるキャッシュ・フロー △127,552
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（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 102,808

長期借入れによる収入 900,000

長期借入金の返済による支出 △642,505

リース債務の返済による支出 △7,906

社債の償還による支出 △10,000

配当金の支払額 △33,339

自己株式の取得による支出 △22

財務活動によるキャッシュ・フロー 309,035

現金及び現金同等物に係る換算差額 △18,105

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 187,196

現金及び現金同等物の期首残高 355,650

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 542,846
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲の変更

平成20年４月30日の株式取得に伴い、株式会社ダイプラを第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めて

おります。

 

２　会計方針の変更

(1)  棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第

９号）を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利

益は28,081千円減少しております。　

(2)  連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

        「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員

会 平成18年５月17日 実務対応報告第18号）を第１四半期連結会計期間から適用しております。 な

お、これによる当第３四半期連結累計期間の損益への影響はありません。

(3)  リース取引に関する会計基準等の適用

        所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、 平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正 ））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結

財務諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの

会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開

始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理を適用しております。これによる損益への影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】
当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）
　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年3月31日)

※１．有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　  833,800千円

　２. 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行７行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これらの契約に基づく当第

３四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

1,100,000千円

借入実行残高 600,000千円

差引額 500,000千円

※３. 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。

　なお、当連結会計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含

まれております。

受取手形 12,105千円

支払手形 100,324千円

設備関係支払手形 82,799千円

※１.有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　587,421千円

　２. 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行６行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これらの契約に基づく当連

結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

1,000,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 500,000千円
―――

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 542,846千円

預入期間が３か月超の定期預金 ―　千円

現金及び現金同等物 542,846千円
 
　
(株主資本等関係)
当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１
日　至　平成20年12月31日）
１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 3,506,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 172,097

　

３　新株予約権等に関する事項
ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の当第３四半期連結会計期間末残高     当社 6,583千円
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４　配当に関する事項
　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 33,339 20.00平成20年３月31日 平成20年６月27日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの
　　　該当事項はありません。
　
(リース取引関係)
リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取
引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)
有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変
動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)
デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい
変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)
当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)
  費用計上額及び科目名

売上原価（株式報酬費用）                   141千円
販売費及び一般管理費（株式報酬費用）     2,613千円
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)
半導体資材
事業
(千円)

衛生検査
器材事業
(千円)

プラスチッ
ク造形事業
（千円）

ポリマー
微粒子事業
（千円）

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

269,521365,717150,6546,745792,638 ― 792,638

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

84 ― 163 ― 247 （247） ―

計 269,606365,717150,8176,745792,886（247） 792,638

営業利益又は営業損失(△) △75,58632,972△9,615△27,300△79,529 ─ △79,529

（注)１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。

２．各区分の主な製品

　　　(1) 半導体資材事業・・・・・スペーサーテープ（液晶テレビ、プラズマテレビ等の駆動用ＬＳＩなどの保護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　資材）の製造・販売

　　　(2) 衛生検査器材事業・・・・シャーレ、培地・試薬等、食品企業、医薬品企業の衛生検査用品の製造・販

　　　　　　　　　　　　　　　売及び仕入・販売

　　　(3) プラスチック造形事業・・精密射出成形、インサート成形の加工・販売

　　　(4) ポリマー微粒子事業・・・粉末積層造形材料、化粧料、フィルタ材料等の製造・販売　　

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)
半導体資材
事業
(千円)

衛生検査
器材事業
(千円)

プラスチッ
ク造形事業
（千円）

ポリマー
微粒子事業
（千円）

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,344,6271,072,885463,29032,8152,913,618― 2,913,618

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

268 ― 699 ― 967 （967） ―

計 1,344,8951,072,885463,99032,8152,914,586（967）2,913,618

営業利益又は営業損失(△) 23,86983,571△15,995△65,41026,033 ─ 26,033

（注)１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。

２．第１四半期連結会計期間より、新たにプラスチック造形事業を追加しておりますが、これは連結子会社の増加

に伴う新規事業の開始によるものであります。

３．各区分の主な製品

　　　(1) 半導体資材事業・・・・・スペーサーテープ（液晶テレビ、プラズマテレビ等の駆動用ＬＳＩなどの保護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　資材）の製造・販売

　　　(2) 衛生検査器材事業・・・・シャーレ、培地・試薬等、食品企業、医薬品企業の衛生検査用品の製造・販

　　　　　　　　　　　　　　　売及び仕入・販売

　　　(3) プラスチック造形事業・・精密射出成形、インサート成形の加工・販売

　　　(4) ポリマー微粒子事業・・・粉末積層造形材料、化粧料、フィルタ材料等の製造・販売　　

４．事業区分の名称の変更

　従来、「ポリマー微粒子事業」は「その他の事業」に含めて表示しておりましたが、当該事業の営業損失が

全セグメントの営業損失の合計額の10％以上であるため、第１四半期連結会計期間から「ポリマー微粒子事

業」として表示しております。
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【所在地別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

  全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

543.46円 1,207.82円

　(注)１.１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 1,818,433 2,013,848

普通株式に係る純資産額（千円） 1,811,849 2,013,396

差額の主な内訳（千円）
　新株予約権

             
6,583

 
             452

普通株式の発行済株式数（株） 3,506,000 1,753,000

普通株式の自己株式数（株） 172,097 86,029

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数（株）

3,333,903 1,666,971

２.当社は、平成20年４月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割が

　 前期首に行われたと仮定した場合における前連結会計年度末の１株当たり純資産額は603.91円です。

　

２　１株当たり四半期純損失

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 △37.82円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純
損失であるため、記載しておりません。

１株当たり四半期純利益 △39.55円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純
損失であるため、記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
　至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) △126,082 △131,853

普通株式に係る四半期純損失(千円) △126,082 △131,853

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) ― ―

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 3,333,925 3,333,903

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

平成20年５月23日取締役
会決議ストックオプショ
ン（新株予約権方式）
125,000株

平成20年５月23日取締役
会決議ストックオプショ
ン（新株予約権方式）
125,000株
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

株式会社アテクト

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　中　尾　正　孝　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　宮　林　利　朗　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アテクトの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アテクト及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、第１四半期会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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